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本 稿 で はブ ラ ジル の男女 間賃 金格 差 の要 因 につ い て分析 す る。Blinder-Oaxaca分

解 を拡張 した分 析方法 が用 い られ るが,そ の際賃 金関数 の推 定 に学歴 ・賃金 プロ フ

ァイル の非連続 性や傾 き の変化 が考慮 され る。 現 実 には,ブ ラ ジル にお いて賃金 労

働者 の平均 的 な賃金 には男女 間 で大 き な差 はな いが,分 析 の結果,そ れが男 女間 に

差 別 がな い ことを意味 す るわ けでは な く,女 性 の方 が教 育水 準 が高 く,属 性 要因 で

は高 い賃金 を受 け取 るべ き ところを,差 別 要 因 によ りそれ が相殺 され る形 とな って

い る ことが明 らか とな った。

キ ー ワ ー ド ブ ラ ジ ル,男 女 間 賃 金 格 差,sheepskineffect

1は じ め に

本稿では,ブ ラジルにおける男女間の賃金格差について考察する。 ブラジルは世界で も最

も所得分配の不平等な国の一つ といわれ,上 位20%と 下位20%の それぞれの所得階級の所得
1)

の比率が23.7倍 に も上 り,ジ ニ係数 も0.58と高い値にな っている。その一方で,ブ ラジルは

「差別のない国」として知 られ,特 に人種に関 しては米国と異な り,「混血」が肯定的に扱

われてきたという歴史を有する。 しか し,近 年の実証分析か らは,ブ ラジルの労働市場 にお

いても少なからず人種差別が存在することが示唆されてきている。

それでは,ブ ラジルの労働市場における男女間の差別 はどのような状況にあるだろうか。

本稿では,ブ ラジルの労働市場における男女間の賃金格差を,男 女の教育水準や労働市場 に

おける経験年数といった属性の差から説明 される部分 と,そ うではない部分,す なわち差別

によると考えられる部分とに分解 して分析す ることを試みる。

ブラジルの男女間賃金格差に関する先行研究 には,Lovel1(2000)やLoureiroetal,(2004)

などがあり,前 者は1991年 のセンサスを用いてS互oPaulo州 およびBahia州 について,後 者

は本稿で用いるものと同 じPNADと 呼ばれる家計調査の1992年 版 と1998年 版を用いて全国

についての分析を行っている。Loureiroetal,(2004)の 分析の意図は,い うまで もな く1994

年の レアル ・プランによるマクロ経済の安定化前後でどのように状況が変化 したかを探るこ

とにあったが,1992年 のブラジル経済はハイパーインフレの中にあり,こ の時期の家計調査
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による所得のデータが信頼 に足 るものであるかどうかに疑 問が残 る。同様 の疑問はLovell

(2000)が 用いた1991年 のデータに関 してもいえるであろう。本稿の第一の 目的は,分 析の

期間を レアル ・プラン後十分 に物価や賃金が安定 したと考え られる1996年 と,デ ータが入手

可能な最近の年である2005年 を選び,「 新自由主義的構造改革」の もとでの10年 間の動向を

分析することである。

また,1990年 代のブラジルは重要な教育改革を行 っている。1993年 から2003年 までは 「万

人のための教育10ヶ 年計画」が実施され,1996年 には 「教育の方針 と基礎 に関する法律」が
2)

施行された。これに伴い,ブ ラジルの労働者の教育水準はこの10年 間に大きく上昇 し,特 に

初等 ・中等教育の普及度は飛躍的に高まった。本稿 の第二 の目的は,賃 金関数の推定 に

HungerfordandSolon(1987)タ イプのモデルを用い,学 校教育 の各段階(初 等 ・中等 ・高

等)の 収益率を別個 に推定 し,そ れぞれの収益率にどのような特徴,変 化がみ られたか,お

よびそれが男女間でどのように異なるかを分析することである。

本稿の構成は以下の通 りである。 まず,次 節では賃金格差の要因分解を行うために必要な

賃金関数の推定方法について述べる。第3節 では賃金格差の要因分解モデルを解説する。第

4節 では推定に用いたデータについて紹介 し,第5節 では分析結果を述べる。最後に,第6

節で結論を述べる。

2賃 金関数の推定方法

ブラジルの男女間賃金格差を分析 した研究には,Lovell(2000)やLoureiroeta1,(2004)

などがあるが,こ れ らの研究ではいずれ も賃金関数として,対 数賃金が修学年数に対 して連

続かつ線形である標準的なMincer流 賃金関数が用いられている。

標準的なMincer流 賃金関数 においては,初 等教育か ら高等教育まですべての段階におい

て学校教育 に対する1年 あた りの収益率が一定であると仮定 されている。 しか し,現 実には

初等教育 と中等教育,高 等教育ではそれぞれ1年 あた りの収益率は異なるであろうし,ま た

Spence(1973)の モデルのように教育がシグナルとして機能 しているな ら,学 校 を卒業 した

時点で賃金が非連続的に上昇するはずである。

したがって,こ のような賃金プロファイルの傾きの変化や,非 連続的な上昇に対応 した賃

金関数を想定する方がよ り現実的である。このことにより,ど の段階の学校教育が賃金を決

定する要因として重要であるかということに加え,各 段階の学校教育を卒業 したというシグ

ナルに対する労働市場の評価が男女間でどのように異なるかを明 らかにすることができる。

本稿では,HungerfordandSolon(1987)に 従 い,図1で 表 され るような,傾 きの変化と

非連続性を考慮 した学歴 ・賃金プロファイルを想定 し,賃 金関数を推定する。

具体的には以下のモデルを用いる。



ブラジルにおける男女間賃金格差の要因について 35

ここで,Sは 年数で表された学業達成度のイ ンデ ックスを表 し,4,,d,,d3は それぞれ初等,

中等,高 等教育を卒業 した場合 に1と なるダ ミー変数,d4は 大学院以上の教育 を受けた場

合に1と なるダ ミー変数である。また,Xは その他の賃金に影響を与える説明変数のベク

トル,β はその係数ベク トルであり,uは 誤差項である。ブラジルにおいては初等教育が8

年間,中 等教育が3年 間であるので,こ こでは学校教育の8年 目および11年 目において学歴

・賃金 プロファイルの非連続な上昇 と傾きの変化が生 じると仮定 している。

(1)式 により推定 されるβ。の値は,初 等教育1年 あた りの収益率を表 している。係数

β11,β2,,β3iはそれぞれ初等,中 等,高 等教育を卒業 した際に,ど れだけ非連続的に賃金が

上昇するかを表 してお り,sheepskineffectと 呼ばれる。また,β12,β22はそれぞれ初等教育

と中等教育,中 等教育 と高等教育の1年 あた りの収益率の差を表 している。

3賃 金格差の要因分解モデル

前 述 のLovell(2000)やLoureiroeta1.(2004)に よ る 男 女 間 賃 金 格 差 の 要 因 分 解 は,

Blinder(1973)お よ びOaxaca(1973)に よ る分 解 方 法 を 用 い た もの で あ る。 これ は賃 金 格 差

の 要 因 を属 性 の 差 異 に よ る効 果 と差 別 要 因 に よ る効 果 との2つ に分 解 す る方 法 で あ る。 この
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方法が前提としているのは,男 性(女 性)が 限界生産力に等 しい賃金を受け取 り,女 性(男

性)が 差別により限界生産力を下回る(上 回る)賃 金を受け取 るという仮定である。一方,

Neumark(1988)やOaxacaandRansom(1994)は,労 働市場の差別は,そ れにより単 に差

別を受 けるグループのみな らず,逆 に優遇されるグループも同時に存在するという観点を導

入することによって,賃 金格差を3つ の要因,即 ち属性による格差,差 別による男性への過

大な支払い,差 別による女性への過小な支払いに分解 してその含意を探ることを提唱 した。

本稿ではNeumark(1988)やOaxacaandRansom(1994)に よる分解方法を用い,ブ ラジル

の労働市場において差別により女性に対する支払いが過小になっているだけでな く,男 性に

対する支払いが過大 になっているという観点から分析を行 う。そこで本節では,ま ずその分
3)

解方法についてみてお くことにする。

Blinder(1973)やOaxaca(1973)に よる提案は,男 女間賃金格差を観察可能な男女それぞ

れの属性の差異による効果(「 要素量差要因」)と,そ れらの属性に対す る男女それぞれの評

価の差異による効果(「 要素価格差要因」)と に分解する方法である。そして,後 者の効果は

男女間の差別要因に基づ くものと解釈される。

この方法による賃金格差の要因分解を行 うために男女それぞれの賃金関数を推定す ること

が必要であるが,そ の方法については第2節 で述べた。

いま,推 定 された賃金関数のパラメータと,非 説明変数および説明変数の平均値について

以下の関係が成立する。即ち,

ln(zbm)=XAβm(2)

1n(tbf)=X『チβ∫(3)

である。 ここで添え字のmは 男性,fは 女性を表す。diは 幾何平均賃金を,X'は 説明変数

の平均値のベク トルを表 し,β は推定 された係数のベク トルである。

ところで,男 女間の粗(調 整されない)賃 金格差(θ 餌∫)を,

Gmf=(tZ)m/zbf)-1(4)

と定義すれぱ,対 数表示の賃金格差は,

1n(Gmf+1)=ln(tZlm/t)f)==ln(di.)-ln⑰ ∫)=XAβm-Xチ,Bf(5)

となる。 また,も し労働市場で男女間差別がない場合には男性 と女性の賃金格差は純粋に生

産性格差((9mf)を 反映するので,差 別がない場合における格差は次のように表す ことがで

きる。

Qmf;(w犠/w?)-1(6)

ここで記号0は 労働市場に差別がない場合における男女の賃金を表す。一方,労 働市場 に差

別が存在する場合には,「 男性の相対賃金が,も し男性 と女性が同一の基準にしたが って支
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払 わ れ るな ら ば成 立 した で あ ろ う相 対 賃 金 を超 え る と き は い つ で も女 性 に対 す る差 別 が存 在

す る」(Oaxaca,1973,p.694)と い う差 別 の 定 義 か ら,市 場 差 別 の 係 数(Dmf)が 次 の よ う に

定 義 され る。 即 ち,

1)mf;(tOm/thノ ー ω島/wS)(w霧/wg)(7)

で あ る。 そ こ で,方 程 式(4),(6),(7)か ら,対 数 表 示 の 賃 金 格 差(1n(Gmf+1))は 以 下

の よ う に要 因 分 解 で き る。

ln(Gmf+1)=1n(D。f+1)+1n((9mf+1)(8)

右 辺 の第1項 は差 別 要 因(「 要 素価 格 差 要 因 」)を 表 し,第2項 は属 性 要 因(「 要 素 量 差 要 因 」)

を表 す。 しか しな が ら,差 別 要 因 に つ い て は2つ の 側 面,即 ち,労 働 市 場 の 差 別 は単 に差 別

を受 け る グル ー プ(女 性)の 賃 金 を低 め る だ け で は な く,そ れ以 外 の グ ル ー プ(男 性)に 対

す る よ り高 い支 払 い を もた らす とい う側 面 も存 在 す る(OaxacaandRansom,1994)。 そ こ で,

この 点 を考 慮 す れ ば,(8)式 の 右 辺 第1項 は さ らに,

1n(D。f+1)=ln(thm/の ノ)-ln(wX/ω9)

=ln(tbm/ω 凱)+ln(wg/勘)

=ln(δmO十1)十1n(δOf十1)(9)

と分 解 で き る。 こ こで δm。=(鵡/ω 象)-1は 男 性 の 現 行 賃 金 と男 性 が 差 別 が な い 場 合 に 受 け

取 った で あ ろ う賃 金 と の間 の格 差(即 ち,「 男 性 へ の 過 大 支 払 い とみ な さ れ る部 分 」)で あ り,

δ。f=(w9/砺)-1は,差 別 が な い 場 合 に女 性 が 受 け 取 っ た で あ ろ う賃 金 と女 性 の 現 行 賃 金 と

の 間 の 格 差(即 ち,「 女 性 へ の 過 小 支 払 い とみ な さ れ る部 分 」)で あ る。 従 って,最 終 的 に対

数 表 示 の 賃 金 格 差 は以 下 の よ うに3つ の 要 因 に分 解 す る こ とが で き る。 即 ち,

1n(Gmf+1)=1n(δm。+1)+ln(δ 。f+1)+1n(Omf+1)(10)

で あ る。 い ま賃 金 関数 を 用 い て そ れ を 表 せ ば,

ln(Gmf+1)=Xh(β 別一βつ+X∫(β'一 β∫)+(X.-Xf)'β 傘(11)

と な る。 こ こ で,β*は 差 別 が な い 場 合 に お け る賃 金 構 造 の 推 定 値 で あ る。 ま た,(11)式 の

右 辺 の第1項 は 「男 性 へ の 過 大 支 払 い とみ な さ れ る部 分 」 で あ り,第2項 は 「女 性 へ の過 小

支 払 い と み な され る部 分 」,そ して,第3項 は 「男 女 間 の 生 産 性 格 差 を反 映 す る部 分 」 で あ

る。

こ の モ デ ル に基 づ い て賃 金 格 差 の要 因分 解 を行 うた め に は,差 別 の な い場 合 に お け る賃 金

構 造 β'に つ い て の 仮 定 が 必 要 で あ る 。 本 稿 で は,Neumark(1988)お よ びOaxacaand

Ransom(1994)に 従 って,男 性 と女 性 の 各 標 本 を プー ル し,プ ー ル 標 本 に 対 す る賃 金 関 数

の 推 定 値 を差 別 の な い場 合 にお け る賃 金 構 造 β事の 推 定 値 と して 用 い る。
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4デ ー タ

本稿での推定に用いるデータは,InstitutoBrasileirodeGeografiaeEstatistica(IBGE:ブ

ラジル地理統計院)に よるPNAD(PesqUisaNacionalporArnostradeDomicflios)の1996年

度版および2005年 度版である。PNADは 国勢調査の行われている年を除き毎年実施されてい

る家計調査であ り,1996年 版ではおよそ10万5千 世帯33万 人,2005年 版ではおよそ14万2千

世帯40万 人のサンプルが利用可能 となっている。

我 々の関心は男女間の賃金格差にあるため,サ ンプルは非農業部門における賃金労働者 に

限定する。また,賃 金や労働時間など分析に必要な項 目が報告されていないサ ンプルを除去

す ることにより,1996年 で67,327件,2005年 で91,045件 が利用可能なサンプルと して残 った。

この家計調査の特徴は各サンプルの最終学歴 に関 して,ど の学年まで進級 したか,お よび

卒業 したか どうかが報告 されていることであ る。教育の私的収益率,と りわけsheepskin

effectに関す る多 くの研究が,ア メ リカのCPS(CurrentPopulationSurvey)を 利用 したも

のであるが,CPSで は1991年 以前は修学年数のみが,1992年 以降は最終的に取得 した学位

のみが報告されている。利用可能なデータが修学年数のみである場合,各 教育段階の卒業 に

要す る標準的な年数の教育を受けていたとしても,留 年などの可能性 も考えられるため,そ

のサンプルが最終学歴を卒業 して学位を取得 しているかを判断することができない。また,

学位に関する情報のみが利用可能な場合には,最 終学歴が中退であるサ ンプルについて最終

学歴での教 育がデータに反映 されない とい うバ イアスが生 じる。HungerfordandSolon

(1987)に よる分析では,1978年 のCPSが 用い られてお り,修 学年数が初等,中 等,高 等教

育の卒業 に必要 となる標準的な修学年数の8,12,16年 以上 となっているサンプルはすべて

対応する学位を取得 した と見なされている。 これに対 し,JaegerandPage(1996)は1991年

および1992年 の両方の調査に登場するサ ンプルを利用 して修学年数と学位の両方のデータを

用いた推定を行 い,HungerfordandSolon(1987)の 結果が一年 あた りの教育の収益率を過
4)大

に評価 し,学 位の効果を過小に評価 している可能性を示 している。

ブラジルの場合,他 のラテン・アメリカ諸国と同様,義 務教育 とされている初等教育にお

いて も進級試験が課 され,こ れに合格 しない場合は留年となる。そのため初等教育において

も留年や中途退学が多 く見 られ,ど の学年まで進級 したのか,あ るいは卒業 したかどうかと

いうことが,何 年間学校に通 ったかということよりも重要な意味を持つ と考えられる。 ここ

では,PNADで 報告 されている各サンプルの最終学歴(段 階および学年)を 利用 し,そ れを

達成するのに必要 となる標準的な修学年数を学業達成度を示すインデ ックスとして用いるこ

とにす る。

表1に は,各 年の賃金関数の推定に用いたデータの記述統計量が示されている。推定には,
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表1 データの記述統計量

1996年 2005年

全体 男性 女性 全体 男性 女性

サンプル数 67327 42642 24685 91045 55265 35780

時間あたり賃金 3.15 3.24 2.99 5.45 5.51 5.35

(5.44) (5.89) (4.56) (12.54) (13.38) (11.12)

潜在的経験年数 17.71 18.38 16.55 17.16 17.76 16.24

(12.58) (12.92) (1L88) (12.67) (12.93) (12.20)

勤続年数 5.19 5.07 5.39 5.34 5.21 5.53

(6.70) (6.73) (6.64) (7.05) (7.02) (7.08)

修学年数 7.87 7.10 9.20 9.38 8.61 10.57

(4.20) (4.06) (4.09) (3.95) (3.96) (3.63)

初等教育卒業ダミー 0.53 0.45 0.68 0.71 0.63 0.82

中等教育卒業ダミー 0.34 0.26 0.49 0.52 0.43 0.66

大 学卒 業 ダ ミー 0.09 0.06 0.14 0.12 0.08 0.19

大 学 院 ダ ミー 0.01 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02

白人 ダ ミー 0.56 0.54 0.61 0.51 0.48 0.55

都 市 ダ ミー 0.49 0.49 0.50 0.45 0.45 0.45

労 働組 合 ダ ミー 0.24 0.23 024 0.23 0.23 0.24

正 規労 働 ダ ミー 0.57 0.59 0.54 0.57 0.59 0.54

数値は各変数の平均値で, ()内 は標準偏差

(1)式 で用 いられている教育水準 に関わる変数の他に,労 働市場における潜在的経験年数

(年齢一S-6)お よびその自乗項,現 在の職業 における勤続年数およびその自乗項,白 人で
5)

あるかどうかのダ ミー変数,都 市部に居住 しているかどうかのダ ミー変数,労 働組合に加入
6)

しているかどうかのダ ミー変数,正 規雇用労働者であるかどうかのダ ミー変数を説明変数に

用いた。 この表か ら示唆される大きな特徴は,1996年 か ら2005年 の間に平均修学年数がおよ

そ1.5年間上昇 した点である。 これは前述のように1990年 代のブラジルの教育政策が成果を

上げたことを示す ものと考えられる。また,平 均修学年数や各段階の学校教育を卒業 した人

の割合は男性よりも女性の方が高 くなってお り,教 育の機会に関 して女性が差別を受けてい

るということにはならないといえる。

5分 析 結 果

まず,賃 金関数の推定結果か ら見ていこう。表2は,男 女別およびプール ・データを用い

て1996年 および2005年 に関するそれぞれの賃金関数の係数を推定 した結果である。ほぼすべ
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表2賃 金関数の推定結果

1996年 2005年

全体 男性 女性 全体 男性 女性

修学年数 0 05*007*003* 005寧006*002*

(0 002)(0 002)(0 004) (0 002)(0 002)(0 004)

初等教育卒業ダミー 0 11*0 10*0 16* 0 07*0 06*0 11*

(0 011)(0 013)(0 018) (0 009)(0 011)(0 017)

初等教育卒業ダミー 0 0050 0020 038* 0 0010 0020 019*

×(修 学年 数 一8) (0 006)(0 007)(0 009) (0 004)(0 005)(0 007)

中等教育卒業ダミー 0 19*0 23*0 20* 0 15*0 17率0 16寧

(0 014)(0 018)(0 020) (0 009)(0 012)(0 014)

中等教育卒業ダミー 0 11*0 09*0 10* 0 13*0 13率0 13宰

x(修 学年 数 一11) (0 007)(0 010)(0 010) (0 005)(0 006)(0 007)

大 学卒 業 ダ ミー 0.13ホ0 20*0.15* 0 18ホ0 24率0 20*

(0.020)(0 030)(0.026) (0 013)(0 020)(0 017)

大 学 院ダ ミー 0.31*0 25*0.29* 0 47ホ0 39*0 47*

(0.044)(0 062)(0.060) (0 022)(0 031)(0 031)

潜在的経験年数 004*005*003ホ 003*004*002*

(0 001)(0 001)(0 001) (0 001)(0 001)(0 001)

(潜在的経験年数)2 一 〇 0006*-0 0007串 一 〇 0004串 一 〇
0004零 一〇 0005象 一 〇 0003*

(0 00001)(0 00002)(0 00003) (0 00001)(0 00001)(0 00002)

勤続年数 0 03率0 03*0 02零 0 03零0 03*0 03*

(0 001)(0 001)(0 001) (0001)(0.001)(0 001)

(勤続年 数)2
一 〇

0003*-0 0004*-0 0003* 一 〇
0003孝 一 〇.0003寧 一 〇 0003寧

(0 00003)(0 00005)(0 00003) (0 00002)(0.00003)(0 00006)

自人 ダ ミー 023*024*023亨 015零016宰014*

(0 005)(0 006)(0 008) (0 004)(0 005)(0 006)

都 市 ダ ミー 0 18*0 14*0 23* 0 09率0 06宰0 14*

(0 005)(0 006)(0 008) (0 004)(0 005)(0 006)

労 働組 合 ダ ミー 0 21*0 18*0 22* 0 16*0 15*0 15*

(0 006)(0 008)(0 010) (0 005)(0 006)(0 008)

正 規労 働 ダ ミー 0 12*0 12*0 06* 0 11*0 13掌0 04*

(0 005)(0 007)(0 009) (0 004)(0 006)(0 007)

定数項 一 〇87*-0 97*-0 75* 一 〇 12*-0 23*0 00

(0 013)(0 015)(0 025) (0 011)(0 013)(0 022)

サ ンプル数 673274264224685 910455526535780

自由度修正済みR2 0,490,520.50 0,490,500.52

()内 はWhiteに よる修正 を施 した頑健な標準誤差
串は係数 が1%の 水準 で有意 である ことを示す
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ての説明変数の係数が予想 される符号で有意 に推定された。

学校教育を卒業することによる賃金の非連続的な上昇,す なわちsheepskineffectは 初等

・中等 ・高等のすべての段階で有意となっており,高 等 ・中等 ・初等教育の順で大きい。 ま

た,初 等教育 と中等教育の一年あた りの限界的な収益率の差は,女 性のデータを用いた推定

における係数のみが有意に推定されてお り,男 性のデータおよびプール ・データでは有意な

差がみられなかった。中等教育と高等教育 の収益率の差は男女ともに有意 となっている。

1996年 から2005年 までの9年 間では,初 等教育および中等教育の収益率が低下 しており,

特に中等教育卒業による収益率の低下が顕著である。それに対 して,大 学入学以降の収益率

は上昇 しており,大 学未入学者と大学卒業者の賃金格差は,そ の他の賃金決定要因を一定 と

すれば,60%か ら72%へ と拡大 している。また,白 人ダ ミー,都 市ダ ミー,労 働組合 ダミー,

正規雇用 ダミーの係数はそれぞれ減少 しており,こ れらの要因による賃金格差は縮小の傾向

にあることが見て取れる。

賃金関数の推定結果か ら,第3節 の手法を用 いて賃金格差の要因分解を行 った結果が表3

である。まず特筆すべき点は,も し男女間差別がなければ,男 女それぞれのグループの属性,

特に教育水準(修 学年数,ダ ミー変数,お よびそれ らの交差項)に おいて女性の要素量が男

性のそれを上 回っているため,女 性の方が高い賃金を受け取 るということである。 しかし,

現実に観察 される賃金には男女間で要素量の格差か ら予想されるほどの差はな く,男 性(女

性)に 有利(不 利)に 働いている差別要因,す なわち要素価格の格差によって要素量の格差

が相殺される形となっている。

男性(女 性)に 有利(不 利)に 働いている差別要因の中で絶対値が大 きいのは教育水準

(修学年数,ダ ミー変数,お よびそれらの交差項)と 潜在的経験年数であり,も しこれ らが

男女間で同等 に評価されておれば,女 性の賃金がその属性を反映 して男怪よりも高 くなるは

ずである。

教育に対す る収益では,女 性が男性を上回っているのは初等教育の卒業による収益のみ と

なってお り,労 働市場で女性の教育水準に対する評価が低いことが示唆される。 この点に関

しては,Loureiroetal.(2004)と 整合的な結果となっている。女性の方が教育水準は高いが,

1996年,2005年 ともに要素量 による格差のうち51%が 女性に対す る過小な支払いで,45%が

男性 に対ずる過大な支払いで相殺される形 となっている。

また,潜 在的経験年数の係数が男女間で大き く異なってお り,女 性の係数が男性に比べて

低 くなっている。その一方で,勤 続年数の係数 には大きな差がみ られないことか ら,こ れは

女性の方が出産や育児などによる離職率が高 く,同 じ潜在的経験年数であって も実際の経験

年数は男性の方が長いため,あ るいは,よ り離職率の低い男性の方が雇用主により多 くの訓

練機会を与え られているという統計的差別によると考えられる。
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その他のダ ミー変数については,ま ず白人であるかどうかに対する評価は男女でそれほど

差はない。都市ダミーについては,女 性の係数が男性に比べてかなり大きい値を示 してお り,

地域間の賃金格差は男性 よりも女性の方が大 きいことが示唆 される。労働組合ダ ミーは,

1996年 では女性の方が高 く評価 されていたが,2005年 では男女で係数が同 じとなっている。

正規労働に関しては,ど ちらの時点においても男性の方が高 く評価されている。いずれのダ

ミー変数 もその係数は1996年 から2005年 の間に小さくなってお り,こ れ らの要因による賃金

格差は縮小傾向にあることがわかる。

1996年 と2005年 を比較すると男女間賃金格差は若干縮小 してお り,2005年 では賃金の幾何

平均で女性が男性を上回っている。属性格差についてはそれほどの変化はなく,賃 金格差の

縮小の大部分が評価格差,す なわち男女差別の縮小 によるものであることがわかる。このう

ち,男 性に対する過大な支払いが約20%縮 小 したのに対 し,女 性 に対する過小な支払いは約

28%縮 小 している。

6結 論

本稿において,我 々はブラジルにおける男女間の賃金格差が どのような要因によって説明

されるかについて分析を行 った。

本稿における分析の特徴の1つ は,ブ ラジルの教育水準と社会問題 となっている学校中退

に鑑みて,賃 金関数の推定において学校教育に関するsheepskineffectを 考慮 したことであ

る。その結果,1996年 と2005年 のいずれにおいても各教育段階でのsheepskineffectが 有意

に推定された。 また,そ の大きさは高等 ・中等 ・初等教育の順となっていることが明らかと

なった。

男女間賃金格差の要因分解においては,以 下のような点が明 らか となった。第1に,ブ ラ

ジルにおいては女性の教育水準が男性を上回っていることから,要 素量から予想される賃金

は女性の方が高 くなるということである。一方,そ れを相殺する形で差別要因(「 要素価格

差要因」)が 男性 に有利に作用 しており,結 果 としてブラジルの労働市場 における平均的な

賃金は男女間で大きな差が観察 されない。本稿で得 られたブラジルにおける男女間賃金格差

の要因分解の結果は,国 際的な比較 において1つ の特異なケースを表 しているといえよう。

なぜなら,例 えばJohnesandTanaka(forthcoming)は 日本,米 国,ロ シアの男女間賃金格

差の要因分解を行 っているが,そ れぞれの国によって大きさに差異があるとはいえ,属 性要

因(「 要素量差要因」)と 差別要因(「要素価格差要因」)は,賃 金格差に対する説明要因 とし

て補完関係となっているか らである。

第2に,男 性(女 性)に 有利(不 利)に 働いている差別要因の中では,教 育水準(修 学年

数,ダ ミー変数,お よびそれ らの交差項)と 潜在的経験年数がもっとも寄与度が大 きいが,
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潜在的経験年数に関 しては,一 方で勤続年数に対する評価に男女間でほとん ど差異が見 られ

ないことか ら,Phelps(1972)の いう統計的差別の存在が示唆される。

第3に,1996年 と2005年 を比較すれば男女間賃金格差は若干縮小 しており,2005年 では賃

金の幾何平均で女性が男性を上回っている。属性要因については大きな変化がないことか ら,

差別要因の縮小によって賃金格差の縮小が生 じたことがわかる。なかで も,男 性に対する過

大な支払いが約20%縮 小 したのに対 し,女 性に対する過小な支払いは約28%縮 小 してお り,

女性の労働参加率の上昇とともに,女 性に対す る差別 も縮小傾向にあることが示唆される。

このような変化は,JohnesandTanaka(forthcoming)に よる日本の事例 とも整合的である。

こうした要因分解による分析では,定 数項の解釈 に留意が必要である。本稿の推定 におい

て も,労 働市場における教育水準や経験年数に対する評価が男女間で異なることは確認 され

たが,男 女それぞれの賃金関数における定数項の差が全体の賃金格差 と同程度の大きさにな

っており,こ の定数項の差について本稿で用いた分析方法では説明を与えることができない。

ここで考えられる一つの仮説は,賃 金労働者として働いている女性はそもそ も働いていない

女性に比べて教育水準など賃金にプラスの影響を持つ要素を多 く持 っており,こ のようなグ

ループからなるサンプルで推定された賃金関数にはサンプル ・セ レクション ・バイアスが生

じているということである。 その場合,労 働市場 に参加するか どうかの決定 を考慮 した

Heckman(1979)タ イプの分析を行 う必要があるが,こ れは今後の課題である。

最後に,本 稿では産業や職種を考慮 した分析は行わなかったが,男 女間賃金格差を産業や

職種の違いから説明できる部分 と,同 じ産業内や職種内での賃金格差に分解 し分析す ること

は興味深い。なぜな ら,賃 金の格差以前に職業選択の機会に男女差別が存在する可能性が考

えられるからである。また,ブ ラジルは国土が広 く,地 域によって人種構成なども異なるた

め,女 性に対する差別 も地域間で異なる可能性がある。 しかしなが ら,こ れ らの点を踏まえ

た分析は今後の課題である。

注

本稿 の執 筆 に当 た り,神 戸大 学経 済経 営研 究所 の西 島章次 教授,浜 口伸明 准教授 か ら大変 有益

な コメ ン トを いた だい た。 ここ に記 して,感 謝の意 を表 す る次第 で ある。 また,資 料 の翻訳 を お

願 い した神 戸大学 大学 院 国際協 力研 究科 博士 後期課 程 の河合 沙織氏 に もあ わせ て感 謝 した い。 な

お,い うまで もな く,あ りうべ き誤 りはすべ て筆者 の責 任 であ る。

1)デ ー タの出所 は,UNDP,"HumanDevelopmentReport2006"で あ る。

2)ブ ラ ジル の1990年 代 の教 育改革 につ いて は江原(2004)に 詳 しい。

3)本 節 は,OaxacaandRansom(1994)お よ び田中(2002)の 第3節 に負 う所 が大 き い。

4)そ の他 に もPark(1999)は,1990年 のCPSが 試 験 的 に新 旧の質 問 を 同時 に行 ってい る こ とを

利用 して,よ り正 確 なSheepskineffectの 推定 を試 み てい る。
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5)人 種 に関 しては 自己 申告 に基づ くデ ー タで あ り,特 に肌が 黒色 か茶色 か を識別 す る明確 な基 準

が存在 しない ため,デ ータか ら人種 を区別 す る こ とには問題 が ある。本 稿 の関心 は男 女間 賃金格

差 にあ るため,こ こで は白人 で あ る場合 のみ を ダ ミー変 数 を用 いて コ ン トロー ル した。

6)現 在 就 いて い る職 で,雇 用証(catedadetrabaIboassinada)が 発 行 されて い る と答 えた労 働

者 。
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